
令和６年度 就学援助費受給申請書 
目黒区教育委員会 あて 

認定手続きに必要な住民登録情報、税務情報、生活保護情報等を目黒区教育委員会が照会・閲覧すること及び認定後の就学援助費の受領
（支払先）・管理・返還に関する一切の権限を児童・生徒の在学する学校長に委任することに同意したうえで、就学援助費を申請します。 

申 

請 

理 

由 

（
ひ
と
つ
を
選
択
） 

１ 現在、生活保護を受けている 

２ 令和 5年度又は令和 6年度に、生活保護の廃止又は停止を受けた（廃止･停止年月日：   年   月   日 ） 

３ 現在、国民年金保険料の納付を減免されている  

４ 現在、児童扶養手当の支給を受けている 

５ 災害等を受け学用品等の購入に不自由している（事由発生日：   年   月   日 ） 

６ 所得が低いため経済的に困っている 

住 所 目黒区  上目黒２－１９－１５－３０１ メゾン上目黒 

日中の 

連絡先 （ 自宅・母携帯・父携帯・勤務先 ） 

家賃（地代） 

の支払状況 
有 （月額 ：155,000 円） ・ 無 

申 

請 

者 

（
保
護
者
） 

氏   名 続 柄 生 年 月 日 
居住 

状況 

令和 6年 1月 1日時点の住所 

（目黒区外の場合は自治体名も記入） 

令和 5年中の収入有無 

（申請理由 6の場合に記入） 

ﾌﾘｶﾞﾅ  メグロ  タロウ 

本人 S55.12.24 

 

目黒区内・目黒区外（自治体名：     ） 収入あり・収入なし 目黒 太郎 

配
偶

者 

有
・

無 

ﾌﾘｶﾞﾅ  メグロ  ハナコ 

配偶者 S60.4.15 
同居 

・ 

別居 

目黒区内・目黒区外（自治体名：     ） 収入あり・収入なし 
目黒 花子 

受 

給 

申 

請 

児 

童 

生 

徒 

氏   名 続 柄 生 年 月 日 
居住 

状況 
令和 6年度 在籍小・中学校名、学年 

特別支援学級名 

（在籍している場合に記入） 

ﾌﾘｶﾞﾅ  メグロ  サクラ 

子 H25.4.8 
同居 

・ 

別居 

小学校 

中学校 年 
学級 目黒 桜 

ﾌﾘｶﾞﾅ  メグロ  ミドリ 

子 H29.5.5 
同居 

・ 

別居 

小学校 

中学校 年 
学級 目黒 みどり 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

  
同居 

・ 

別居 

小学校 

中学校 年 
学級 

 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

  
同居 

・ 

別居 

小学校 

中学校 年 
学級 

 

上

記

以

外

の

世

帯

構

成

員 

（
令
和
5

年
１２
月
３１
日
現
在
） 

氏   名 続 柄 生 年 月 日 
居住 

状況 

令和 6年 1月 1日時点の住所 
（目黒区外の場合は自治体名も記入） 

令和 5年中の収入有無 

（申請理由 6の場合に記入） 

ﾌﾘｶﾞﾅ  メグロ  ミノル 

父 S33.9.15 

同居 

・ 

別居 
目黒区内・目黒区外（自治体名：     ） 収入あり・収入なし 

目黒 実 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

  

同居 

・ 

別居 

目黒区内・目黒区外（自治体名：     ） 収入あり・収入なし 
 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

  

同居 

・ 

別居 
目黒区内・目黒区外（自治体名：     ） 収入あり・収入なし 

 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

  

同居 

・ 

別居 
目黒区内・目黒区外（自治体名：     ） 収入あり・収入なし 

 

振

込

先

口

座 

金融機関名 金融機関コード 支店名 支店コード 

銀   行 

信用金庫 

信用組合 

9 9 0 0 
本店  

支店  
0 0 8 

種 別 口座番号（７ケタ） 口座名義（カタカナで記入） ※保護者名義に限ります。 

普 通 1 2 3 4 5 6 7 
 

受 理 ／     受付：     （電子・郵送・窓口） 不 

備 

書 

類 

1 振込先口座内容 ／ （事務処理欄） 

2 国民年金保険料減免通知 ／ 

入 力 

／     受付： 
3 課税証明書(            ) ／ 

4 所得の申告(            ) ／ 

認定 （開始日：   ／    ）  ・  却下 
5  ／ 

6 ／ 

 

別記第１号様式 

いずれか１つのみに

〇をつけてください。 

080-1234-5678 

中目黒 

菅刈 あすなろ 

ゆうちょ 〇〇八 

メグロ タロウ 

渋谷区 

５ 

１ 

管理費・共益費を含めて

記入してください。 

記入例 

目黒区外の場合は、「令和 6 年度

住民税課税（非課税）証明書」の

提出が必要です。 

パート・アルバイトや年金による収入も

「収入あり」に該当します。 

また「収入あり」の場合、申告手続き

（年末調整、確定申告）が必要です。 


